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研究成果の概要（和文）：まず、EUに着目して、「ゲートキーパー」を核とするデジタル市場法（DMA）につい
て検討し、当該法律がDPF事業者の競争規律に与える影響を分析した。DMAは事前規制であり、事後規制のEU競争
法とは多々相違がある。そこでDMAのEU競争法実務への影響の検証を行なった。米国では、DMAに相当する法案が
国会に提出されたが、いずれも成立には至っていない。しかし、DPF事業者に対する反トラスト法訴訟が相次い
でおり、事前規制がないにもかかわらず、事後規制の運用が盛んに行われていることは否めない。これらのDPF
法案と訴訟をまとめて分析し、DPF事業者による自己優遇をめぐる米国反トラスト法上の考え方を論じた。

研究成果の概要（英文）：Compared to the EU competition law as ex-post regulation, the the Digital 
Markets Act (DMA) is different in aspects such as the scope of regulated DPFs and their obligations.
 Since the DMA aims to complement the enforcement of competition law, it is thus intriguing that 
whether the DMA would to a certain extent discourage the vigorous enforcement of the EU competition 
law on the big tech DPF operators. By contrast, in the U.S, there are currently no ex-ante 
regulations in place to prevent DPF operators’ abuse of their dominant market positions. Therefore,
 discussion and decision on whether to introduce or strengthen ex ante regulations on large DPF 
operators should be premised on the fact that there is a legitimate need for ex-ante regulations. 
Such need must be substantiated by empirical studies. Otherwise, poorly-designed ex-ante regulations
 might ironically stifle innovation in the digital economy.

研究分野：経済法

キーワード： 独占禁止法　競争法　デジタル・プラットフォーム　事前規制　EUデジタル市場法　搾取規制　優越的
地位の濫用規制
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研究成果の学術的意義や社会的意義
欧米との比較法分析から、デジタル・プラットフォーム（DPF）事業者が、役務の提供にあたってその条件とし
て、個人情報等の提供を消費者に余儀なくさせることにより消費者を搾取しうるような状況にあるかどうか、そ
してそれを競争法による規律対象に含めるべきかどうかについて示唆を得ることができた。特にDPF事業者と消
費者との間のデータの価値の非対称性によって、企業が個人情報等を使って消費者を密かに搾取できる（外部選
択肢の少ない脆弱な消費者をターゲットにして価格等の差別化を行うことができる）可能性は、消費者は自己の
データに価値があることを認識していないがゆえに、より深刻になるかもしれないことを明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

グーグルやアマゾンを例とするデジタル・プラットフォーム事業者（以下、プラットフォ

ーム機能を他人の需要に応ずるために提供する事業者のことを「デジタル・プラットフォー

マー」といい、デジタル・プラットフォームのことを「DPF」という）と個人情報等を提供

する消費者との取引における優越的地位の濫用規制の適用について、2019 年 12 月に公正

取引委員会がガイドラインを策定した。このガイドラインは、デジタル・プラットフォーマ

ーのサービス提供と消費者の個人情報等のやりとりを「対価性」という視点から整理してい

る。しかし、多くの消費者の素朴な認識としては、自己の個人情報を提供する「代わりに」

サービスの提供を受けるという認識にはない。そこで本研究では、この「対価性」という議

論枠組みから脱却し、デジタル・プラットフォーマーと消費者との現実の関係を分析の主軸

とした上で、優越的地位の濫用規制が対消費者取引において適用可能か、その場合、公正競

争阻害性と優越的地位をどのように認定すべきかを研究することとした。 
 
２．研究の目的 

本研究の目的は、消費者が個人情報等を提供している DPF 型ビジネスモデルについて、

これまで事業者間取引を念頭に置いてきた優越的地位濫用規制の在り方を再検討し、対消

費者取引へも適用する際の重要論点の理論的解明を目指す点にある。 

具体的には以下の３点である。 

a)．なぜデジタル・プラットフォーマーをとりあげるのか 

情報通信技術（ICT）の高度化によって電子商取引を支える基幹技術が進展し、これに伴

って多様な電子商取引が出現している。そこでは、新しいビジネス・エコシステムとして注

目されるプラットフォーム事業が情報社会において急速に拡大している。グーグルやアマ

ゾンといった巨大なデジタル・プラットフォーマーは、いまや消費者（個人）や事業者にと

って、社会経済上、不可欠ともいえる情報基盤を提供する存在となっている。 

b）法規整の現状と問題点 

デジタル・プラットフォーマーは、イノベーションを牽引する一方で、データの集中化を

通じて顕著な市場支配力を行使できる地位を確立しつつある。特に、個人情報等の取得又は

利用と引換えに財やサービスを無料で提供するというビジネスモデルが採られることがあ

り、消費者が利用するサービスを提供するデジタル・プラットフォーマーが、サービスを提

供する際に消費者の個人情報等を取得又は利用することに対して懸念がある。これを受け

て、公正取引委員会（公取委）は、2019年 12月に「デジタル・プラットフォーマーと個人

情報等を提供する消費者との取引における優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え

方」（以下、単に「ガイドライン」という。）を公表した。デジタル・プラットフォーマーと

個人情報等を提供する消費者との取引における優越的地位の濫用規制の適用については、

「ガイドライン」では①デジタル・プラットフォーマーと消費者のやり取りの「取引」該当

性（対価性）、②対消費者取引における優越的地位濫用の公正競争阻害性、③消費者に対す

るデジタル・プラットフォーマーの優越的地位の認定の問題は十分に解明されていないま

まである。①については、多くの消費者の素朴な認識としては、「無料の」サービスの提供

を受けるという感覚であり、自己の個人情報を提供する「代わりに」サービスの提供を受け

るという認識にはない。このことからすると、そもそも、プラットフォーマーが提供するサ



ービスと「対価性」を有するのか否かという問題設定の立て方自体が本質的なのか、検討す

る必要がある。また、②については、優越的地位の濫用の公正競争阻害性は、従来「自由競

争基盤の侵害」だと捉えられてきたが、公取委の法執行はあくまで「事業者」間取引を念頭

に置いたものであり、a)濫用する事業者とその競争者（例えば下請取引における濫用者であ

る親企業とそのライバル企業）との間の競争、あるいは b)濫用を受ける事業者とその競争

者（例：例えば下請取引における被濫用者である下請企業とそのライバル企業）との間の競

争への影響を優越的地位の濫用の公正競争阻害性と捉える見方（いわゆる間接競争侵害説、

公取委ガイドラインの立場）も有力である。しかし、デジタル・プラットフォーマーとその

利用者である消費者との関係を考えた場合に、上記の b)については、濫用を受ける側は事

業者ではなく「消費者」であり、個々の消費者の間は競争関係にないため、上記間接競争侵

害説からは説明困難である。このように間接競争侵害説は対消費者取引では説明が困難で

あり、新たな理論枠組みが求められると考えた。 
 
３．研究の方法 

 本研究では、文献調査を中心とした日米欧における DPF規制の比較法研究として着手・

遂行された。その目的は、デジタル・プラットフォーマーと消費者との関係を分析し、優越

的地位の濫用規制の対消費者取引における公正競争阻害性と優越的地位の認定の在り方を

解明するためには、取引の透明性・公平性を担保するために、イノベーションが急速に進展

する DPF事業について、その規制の世界的な現状と潮流を的確に把握し、巨大デジタル・

プラットフォーマーの競争制限行為に対するあるべきエンフォースメントの在り方を比較

法的に検討することが不可欠だからである。 
 
４．研究成果 

 競争法による DPF規制の動向と課題を明らかにするために、本研究はまず、動きが最も

進んでいる EU に着目し、DPF を規制する新たな試みとしてのデジタル市場法（Digital 

Markets Act）を取り上げ、「ゲートキーパー」を核とする DPF規制の構造とその背景を論

じ、当該法律が大手 DPF事業者の競争規律に対しいかなる変化を及ぼすのかについて検討

を行った（後掲・林秀弥「EUデジタル市場法案について」）。2022年 11月に発効している

は事前規制であり、EU 競争法及び P2B 規則を補完するものであるが、その規制の対象や

範囲、規制手法といった点で、事後規制の EU競争法との相違点が多々ある。今後、デジタ

ル市場法が EU 競争法の実務（とりわけ法執行の側面）にいかなる影響を与えるのかにつ

いて、さらに検証・分析を進める必要がある。例えば、デジタル市場法発効後の 2022年 12

月に、欧州委員会は、SNS サービスとオンライン広告配信サービスとの抱き合わせと、競

争関係にある広告サービス利用者に対する不公正な取引条件が EU 競争法に違反する疑い

があるとして、META（旧フェイスブック）に対し異議告知書を送付した。現時点では、デ

ジタル市場法の発効により、EU競争法の大手 DPFに対する活発な法執行にブレーキがか

かっているように見受けられない。 

 一方、米国の DPF規制に目を転じると、米国では、EUのデジタル市場法に相当するよ

うな法案が国会に提出されたが、いずれも成立には至っていない。しかし、大手 DPF事業

者に対する反トラスト法（連邦・州）訴訟が相次いで起こされており、事前規制がないみも

かかわらず、事後規制の運用が盛んに行われていることは否めない。これに伴い、独占禁止

法における消費者厚生基準をめぐる論争が再燃している。これまでの米国大手 DPF企業の

関わる訴訟と関連の DPF法案パッケージをまとめて分析し（後掲・林秀弥・荒井弘毅・巫



昆霖「いわゆる Big Techをめぐる近時の米国反トラスト法の動向と今後の課題－シャーマ

ン法 2条の論点を中心に」）、米国 District of Columbia v. Amazon事件を例に、DPF事業

者による自己優遇をめぐる米国反トラスト法上の考え方を論じた（後掲・林秀弥「デジタル・

プラットフォーム事業者による自己優遇行為と反トラスト法」）。また、中国でも、大手 DPF

事業者に対し反壟断法（独占禁止法に相当）に基づく行政処分を下した事例が目立っている

が、デジタル市場法のような事前規制の導入というような動きが見当たらない。各国の規制

動向を鑑みると、我が国においては、EUの P2B規則にならって DPF取引透明化法を制定

したが、DPF 事業者に対する事前規制をさらに強化する必要性の根拠がどこに求められる

のかという問いについて、まず実証的な観点から我が国における DPF 市場の調査を進み、

DPF 市場の競争実態を明らかにすることが不可欠となるではないか、とりわけ、独占禁止

法などの事後規制の運用では法執行が限界を露呈する具体的事業分野を把握したうえで、

その事業分野の特徴に沿って補完的な事前規制のあり方について議論を展開すべきである

との結論に達した。DPF 規制の構造について一定の解明を行なうことができたのは本研究

の成果であると考えている。 

 ただ、デジタル・プラットフォーマーと個人情報等を提供する消費者との取引において優

越的地位の濫用規制は適用可能なのか、それが可能だとした場合、その根拠となる公正競争

阻害性と優越的地位の認定をどのように捉えるべきかについては、いまだ研究の途中であ

り、さらなる研究の遂行が必要である。 
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